
（第１号法定受託事務）

法律名（法律番号） 法定受託事務 自治事務

自然公園法（昭和３２年法律
第１６１号）

・国定公園の特別地域、特別保護地区及び海
中公園地区の指定並びに指定及び指定の解
除並びにその区域の変更に係る公示に関する
事務

・国定公園に関する公園事業の決定
・国定公園に関する公園事業の執行　　等

　　　　　　　　　　　　　　　　　計：４７事務

・国定公園の特別地域、特別保護地区及び海
中公園地区の指定又はその区域の拡張に係る
関係行政機関の長との協議に関する事務

大気汚染防止法（昭和４３年
法律第９７号）

・都道府県の総量規制基準、指定地域におけ
る燃料使用基準の設定等に関する事務

・総量規制基準の公示
・指定ばい煙総量削減計画の作成　　　 等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　計：３６事務

・常時監視に関する事務

騒音規制法（昭和４３年法律
第９８号）

　常時監視に関する事務 ・騒音を規制する地域の指定
・規制基準の設定　　　　　　　　　　　　　 等

計：１６事務
振動規制法（昭和５１年法律
第６４号）

・規制基準の設定
・振動の大きさの測定　　　　　　　　　　　 等

　
計：９事務

悪臭防止法（昭和４６年法律
第９１号）

・規制地域の指定
・悪臭の測定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 等

計：９事務
瀬戸内海環境保全特別措置
法（昭和４８年法律第１１０号）

・特定施設の設置の許可
・指定物質排出者に対する指導

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   等

計：10事務
湖沼水質保全特別措置法（昭
和５９年法律第６１号）

・汚濁負荷量の規制基準の設定
・汚水処理方法の改善等の命令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 等

計：１０事務
水質汚濁防止法（昭和４５年
法律第１３８号）

・総量規制基準の設定に関する事務 ・総量削減計画の策定
・総量規制基準の公示

・常時監視に関する事務 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    等

・測定計画の作成に関する事務 　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　計：２６事務

農用地の土壌の汚染防止等
に関する法律（昭和４５年法
律第１３９号）

・常時監視に関する事務 ・農用地土壌汚染対策地域の指定等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　計：１１事務

自治事務・法定受託事務の区分について（環境省関係）



法律名（法律番号） 法定受託事務 自治事務

公害健康被害の補償等に関
する法律（昭和４８年法律第１
１１号）

・指定疾病に係る認定及び公害医療手帳の交
付等に関する事務

・補償給付の支給等に関する事務

・公害保健福祉事業の実施に関する事務
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計：３６事務
自動車から排出される窒素酸
化物の特定地域における総
量の削減等に関する特別措
置法（平成４年法律第７０号）

・窒素酸化物総量削減計画の策定
・特定事業者に対する立入検査

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計：７事務

環境基本法（平成５年法律第
９１号）

・環境基準が、２以上の類型を設け、かつ、それ
ぞれの類型を当てはめる地域又は水域を指定
すべきものとして定められる場合において都道
府県が処理する事とされている事務（政令で定
めるものは除く）

・交通騒音以外の騒音に関し、環境基準の
それぞれの類型を当てはめる地域を指定
する事務

・公害防止計画の策定

計：２事務
特定水道利水障害の防止の
ための水道水源水域の水質
の保全に関する特別措置法
（平成６年法律第９号）

・水道水源水域における特定項目についての
測定計画の策定に係る事務

・特定排水基準の設定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計：１１事務

温泉法（昭和２３年法律第１２
５号）

・土地堀さくの許可
・温泉を公共の浴用又は飲用に供すること
　の許可

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      等

　　　　　　　　　　　　　　　　       計：24事務

農薬取締法（昭和２３年法律
第８２号）

・販売者に対する農薬の製造等に関する報告
徴収・立入検査等に関する事務

・水質汚濁性農薬の使用につきあらかじめ
許可を受けるべき旨を定める規則の制定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 等

計：３事務
鳥獣の保護及び狩猟の適正
化に関する法律（平成１４年
法律第８８号）

・鳥獣保護事業計画の作成等
・狩猟鳥獣の捕獲の禁止又は制限等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計：２９事務

工業用水法（昭和３１年法律
第１４６号）

・指定地域における工業地下用水の採取
　の許可

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計：１４事務

建築用地下水の採取の規制
に関する法律（昭和３７年法
律第１００号）

・指定地域における建築物用地下水の採取
　の許可

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計：６事務



法律名（法律番号） 法定受託事務 自治事務

廃棄物の処理及び清掃に関
する法律（昭和４５年法律第１
３７号）

・産業廃棄物処理業の許可、許可の取消
・産業廃棄物処理施設の設置許可

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

・廃棄物処理計画の策定
・一般廃棄物の収集、運搬、及び処理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

計：４８事務
産業廃棄物の処理に係る特
定施設の整備の促進に関す
る法律（平成４年法律第６２
号）

・特定施設の整備の事業を行おうとする者の作
成する整備計画の認定申請の受理（経由）に関
する事務

・特定周辺整備の指定及び施設整備方針

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

計：６事務
ダイオキシン類対策特別措置
法（平成１１年法律第１０５号）

・総量規制基準の設定に関する事務 ・総量削減計画の策定
・総量規制基準の公示

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

計：２１事務
特定化学物質の環境への排
出量の把握等及び管理の改
善の促進に関する法律（平成
１１年法律第８６号）

・第一種指定化学物質等取扱事業者の策定す
る第一種指定化学物質の排出量及び移動量に
関する主務省令で定められた事項の届出の受
理（経由）に関する事務

・届出事項の公表
・資料の提供の要求

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

計：６事務
使用済自動車の再資源化等
に関する法律（平成１４年法
律第８７号）

・解体業の許可に関する事務
・破砕業の許可に関する事務

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

・引取業者の登録に関する事務
・フロン類回収業者の登録に関する事務

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

計：２３事務
地球温暖化対策推進法（平成
１０年法律第１１７号）

・実行計画の策定
・地球温暖化防止活動推進センターの指定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

計：６事務
環境影響評価法（平成９年法
律第８１号）

　環境影響評価を行わせしめるかどうかの判
定、評価書についての意見等の事務
〔第４条第１項第１号若しくは第５号又は第２２
条第１項第１号、第２号若しくは第６号に定める
者がこの法律の規定により行うこととされてい
る事務のうち、免許等に係る事務が第１号法定
受託事務であるもの
第４条第１項第２号又は第２２条第１項第３号に
定める者がこの法律の規定により行う事とされ
ている事務〕

（第２号法定受託事務）

法律名（法律番号） 法廷受託事務 自治事務
環境影響評価法（平成９年法
律第８１号）

・環境影響評価を行わせしめるかどうかの判
定、評価書についての意見等の事務
〔第４条第１項第１号若しくは第５号又は第２２
条第１項第１号、第２号若しくは第６号に定める
者がこの法律の規定により行うこととされてい
る事務のうち、免許等に係る事務が第２号法定

浄化槽法（昭和５８年法律第４
３号）

・浄化槽の設置等の届出に関する事務で、保健
所を設置する市又は特別区が行う事務（届出
の経由に関する事務）


